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居宅介護支援センター仁風荘 契約書 

 

                   （以下、「ご利用者」という。）と居宅介護支援センタ

ー仁風荘（以下、「事業者」という。）は居宅介護支援を利用するにあたり重要事項の説明及び交

付を受けて、下記の通り契約を締結します。 

                          

第１条（契約の目的） 

 事業者は、介護保険法等関連法令及びこの契約書に従い、ご利用者が可能な限りその居宅にお

いて、その有する能力に応じて自立した生活を営むことができるよう、ご利用者に対して適切

な居宅サービス計画を作成し、かつ居宅サービスの提供が確保されるよう居宅サービス提供事

業者、その他の事業者、関連機関との連絡調整、その他の便宜の提供を行うことを目的として

います。 

 

第２条（契約の期間） 

 この契約の期間は、契約締結の日からご利用者の要介護認定の有効期間満了日までとします。

但し、契約期間満了日以前にご利用者が要介護状態区分の変更の認定を受け、要介護認定期間

の満了日が更新された場合には、変更後の要介護認定有効期間の満了日とします。 

２ この契約は、契約満了の 1ヶ月前までにご利用者から事業者に対して、文書による契約終了

の申し出がない場合は、次の要介護認定の有効期間満了日まで継続します。以後同様としま

す。 

３ ご利用者から契約終了の意思が示された場合は、ご利用者の希望により他の居宅支援事業者

を紹介する等の必要な措置をとります。 

 

第３条（居宅サービス計画作成の援助） 

 事業者は、介護保険法に定める介護支援専門員（ケアマネージャー）を担当者として指定し、

居宅サービス計画の作成を支援します。 

２ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成にあたり次の各号に定める事項を遵守します。 

一  ご利用者の居宅を訪問し、ご利用者及びそのご家族に面接し解決すべき課題の把握に

努めること。 

二  当該地域における居宅サービス事業者に関するサービスの内容、利用料の情報を適正

にご利用者またはご家族に提供し、ご利用者にサービスの選択を求めること。 

三  ご利用者に提供される居宅サービスの目標、達成時期、サービス提供上の留意点を明記

した居宅サービス計画の原案を作成すること。                                             

四  上記原案に盛り込んだサービス等について、保険給付の対象となるか否かを区分した

上でサービスの種類、内容、利用料等についてご利用者から同意を受けること。 

五  ご利用者が利用を希望しているサービスの内容に応じて、主治医等の意見を求め、その

指示がある場合にはご利用者に説明した上でこれに従うこと。 
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第４条（居宅サービス作成後の援助） 

事業者はご利用者及びご家族と継続的に連絡をとり、利用の実情を常に把握するように努め

ます。 

２ 事業者は、ご利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合には、再評価を行い居宅サー

ビス計画の変更、要介護認定区分変更の援助、居宅サービス事業者等の関連事業者に連絡をす

る等必要な援助を行います。 

３ 事業者は、ご利用者の受ける居宅サービス利用状況について、ご利用者からのサービス利用

に関する苦情相談を受け、必要に応じてサービスを点検し給付管理票の作成、提出のほか関連

機関との連絡調整を行います。 

 

第５条（施設入所への支援） 

 事業者は、ご利用者が介護保険施設への入院または入所を希望した場合は、ご利用者に介護 

保険施設の紹介、その他必要な援助を行います。 

 

第６条（料金） 

要介護認定を受けられた方（または経過的要介護の方）は、居宅サービス計画作成費は介護保

険から全額支給されるので自己負担はありません。但し、保険料の滞納等により、保険給付金

が直接事業者に支払われない場合には、介護保険で規定されている居宅サービス計画作成費を

お支払いいただき、事業者からサービス提供証明書を発行いたします。このサービス提供証明

書を後日市町村の窓口に提出いただきますと、全額払戻を受けられることができます。 

 

第７条（記録の作成、閲覧） 

 事業者は、ご利用者に対する居宅介護支援の実施についての記録を作成し、その完結の日から

2年間保存します。 

２ 事業者はご利用者またはご家族の請求がある場合には、事業者が定める個人情報開示規定に

基づき、保存するご利用者に関する記録の閲覧、謄写に応じます。但し、謄写の実費を請求い

たします。 

 

第８条（守秘義務） 

 事業者及び事業者の従業員は、居宅介護支援を提供する上で知り得たご利用者及びご家族の秘

密を正当な理由が無い限り漏らしません。また、ご利用者と事業者との契約終了後も同様です。 

２ 事業者は、ご利用者に係るサービス担当者会議での利用等正当な理由がある場合には、事前

にご利用者またはご家族の同意を得た上で、ご利用者またはご家族の個人情報を用います。 

 

第９条（契約の終了） 

 次の各号のいずれかに該当する場合には、この契約は終了します。 

１  ご利用者が死亡した場合 

２  第 10条に基づき、ご利用者から解約の意思表示がなされ予告期間が満了した場合 
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３  第 11条に基づき、事業者から契約解除の意思表示がなされ予告期間が満了した場合 

４  ご利用者の要介護状態区分が要支援または非該当とされた場合 

５  ご利用者が介護保険施設へ入所した場合 

６  ご利用者が入院等の事情で６カ月以上サービス利用が無く意思表示もない場合 

 

第１０条（ご利用者の解約権） 

  ご利用者は事業者に対していつでもこの契約の解約を申し入れることができます。この場合

には、ご利用者は解約を希望する日の 1ヶ月以上の予告期間をもって事業者に届け出るものと

し、予告期間満了日にこの契約は解約されます。 

２ ご利用者は、次の各号に事業者が該当する場合には、直ちにこの契約を解約することができ

ます。 

 一  事業者が正当な理由なく介護保険等関係法令及びこの契約に定める居宅介護支援を怠

った場合 

 二  事業者が第 8条に定める守秘義務に違反した場合 

 三  事業者が、破産等事業を継続する見通しが困難になった場合 

 

第１１条（事業者からの解約権） 

  事業者は、ご利用者が次の各号のいずれかに該当する場合には、この契約を解約することが

できるものとします。 

１  居宅介護支援の実施に際し、ご利用者がその心身の状況及び病歴等の重要な事項について、

故意にこれを告げず、または不実の告知等を行い、その結果、この契約を継続しがたい重大な

事情を生じさせた場合。                                         

２  ご利用者が、故意または重大な過失により事業者もしくは介護支援専門員の生命・身体・

財産・信用等を傷つけ、または著しい不信行為を行うこと等によって、この契約を継続しがた

い重大な事情を生じさせた場合（職員に対するハラスメント行為を含む）。 

 

第１２条（苦情処理） 

  事業者は、その提供した居宅介護支援に関するご利用者からの苦情に対して、苦情を受け付

ける窓口を設置して適切に対処するものとします。 

医療法人養和会 

法人専用苦情専用窓口 

所在地 米子市上後藤3丁目5-1 

電話番号 0859-24-6511（老後いい） 

料金無料のフリーダイヤル 

0120-4165-34（良い老後さぁ用意） 

ＦＡＸ   0859-24-6516 

担当者：仁風荘事務部長    

居宅介護支援センター仁風荘管理者 

※以下の公的機関においても､次の機関において苦情申し出ができます。 
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鳥取県国民保険連合会 

（介護サービス苦情相談） 

所在地 鳥取市立川町6丁目176 

電話番号 0857-20－2100 

ＦＡＸ  0857-29－6115 

対応時間 午前9時から午後5時  

（土・日・祝日を除く）   

米子市長寿社会課 

所在地 米子市加茂町1丁目1番地 

電話番号  0859-23-5155 

ＦＡＸ   0859-23-5012 

対応時間 午前9時から午後5時（平日） 

   ※米子市以外の方は、住所のある市町村役場の介護保険担当にお願いします。 

 

第１３条（損害賠償責任） 

事業者は､本契約に基づく居宅介護支援の実施に伴って､自己の責に帰すべき事由により契約

者に生じた損害について賠償する責任を負います｡第8条に定める守秘義務に違反した場合も

同様とします｡但し､契約者に故意又は過失が認められる場合には､契約者の置かれた心身の状

況を斟酌して相当と認められる時に限り､損害賠償責任を減じることができるものとします｡ 

2 事業者は､前項の損害賠償責任を速やかに履行するものとします｡ 

 

第１４条（協議事項） 

 本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は介護保険法等関係法

令の定めるところを尊重し、ご利用者と誠意をもって協議するものとします。 

 

 

本契約を証するため、ご利用者、事業者が記名または署名の上、本契約書を 2通作成し、ご利

用者、事業者が各 1通保有するものとします。 

また、重要事項説明書の交付・説明及び本契約書第 8条第 2項に基づく個人情報利用目的の説

明を受け、利用者自身及び家族の個人情報がサービス担当者会議等で使用されることを承諾し

ます。 
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居宅介護支援センター仁風荘 重要事項説明書 

 

１．医療法人養和会 居宅介護支援センター仁風荘の概要 

 （１）事業所名称・所在地及びサービスを提供できる地域 

    名 称   居宅介護支援センター仁風荘（事業所番号：3170200657号） 

    所在地   鳥取県米子市上後藤 3丁目 5-1 

    サービスを提供する地域：米子市内にお住まいの方 

＊上記地域以外の方でもご希望の方はご相談ください。 

（２）職員体制（令和 6年 4月 1日現在） 

 専従 兼務 合計 

管理者 0名   1名  

６名 

（管理者は兼務） 

主任介護支援専門員 4名   1名 

介護支援専門員 1名   0名  

（３）営業時間 

   月曜日～土曜日  8時 30分～17時 30分 

    （日曜日、祝祭日、8月 13日～15日、年末年始を除く）  

（４）電話番号  0859-24-6511（夜間・休日可）   

   営業時間外は転送になります。電話口にて 利用者氏名 連絡先 担当者名をお伝えください  

２．居宅介護支援サービスの流れ・内容 

ご契約いただいたご利用者が在宅で円滑にサービスをご利用いただけるように、公正中立な立

場で以下のような流れでサービスを提供いたします。 

（１）居宅サービス計画（ケアプラン）の作成 

    居宅サービス計画書作成依頼受理 

      ↓介護保険制度についての説明、ご利用者の状況把握 

    アセスメントの実施 

      ↓ご利用者のニーズ把握、ご利用者やご家族の希望の確認 

        居宅サービス計画原案作成 

      ↓要介護度による支給限度額と自己負担可能な額により、居宅サービス計画の原案を作成 

    サービス担当者会議の開催 

      ↓各居宅サービス提供事業者・医師との連絡調整 

    居宅サービス計画修正 

      ↓ご利用者・ご家族の同意 

    居宅サービス計画 

      ↓各居宅サービス提供事業者に計画に沿ったサービス提供を依頼 

居宅サービス計画の実施 

      ↓各居宅サービス提供事業者からのサービス提供 
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モニタリング 

毎月ご自宅へ伺い、モニタリング結果により必要があれば居宅サービス計画の見 

直しを行う 

    月 1 回のモニタリング訪問を原則とするが、他のサービス事業者との連携により 

モニタリングに関して一定の条件を満たすことでオンラインモニタリング 

を行うことが出来る                        

＊アセスメント方式は居宅サービス計画ガイドラインを使用しております。 

＊ご利用者は居宅サービス計画に位置付ける居宅サービス事業所について、複数の事業所の紹介

を求めることが可能です。 

＊ご利用者は、当該事業所を居宅サービス計画に位置付けた理由の説明を求めることが可能です。 

（２）給付管理 

介護保険でご利用いただいたサービスの給付管理票を毎月、鳥取県国民健康保険団体連合会へ

提出いたします。 

３．居宅介護支援センター仁風荘の特徴 

 医療法人養和会における全介護保険事業所でほのぼの NEXT システムを導入しています。法人

内はオンラインで結ばれており、ご利用者の皆さまの情報を一元管理し、より迅速な対応をさ

せていただきます。また、当事業所は主任介護支援専門員を配置し、24時間連絡体制を確保し

てご利用者様の緊急時の相談に対応する体制を確保しています。 

 また、看取り期における本人・家族との十分な話し合いや他の関係者との連携に努め「人生の

最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等に沿った支援にも取り

組んでいます。 

４．料 金（令和 6年 4月 1日現在） 

 要介護認定を受けられた方は、居宅サービス計画作成費等以下の料金は介護保険から支給され

るので自己負担はありません。 

  要介護 1・2 要介護 3・4・5 

居宅介護支援費（ⅰ） 10,860円 14,110円 

居宅介護支援費（ⅱ） 5,440円 7,040円 

居宅介護支援費（ⅲ） 3,260円 4,220円 

以下の料金は、対象となる場合に加算させていただきます。 

特定事業所加算Ⅰ 5,190円 

特定事業所加算Ⅱ 4,210円 

特定事業所加算Ⅲ 3,230円 

特定事業所加算 A 1,140円 

初回加算 3,000円 

入院時情報連携加算(Ⅰ) 2,500円 

入院時情報連携加算(Ⅱ) 2,000円 
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退院・退所加算 (Ⅰ)イ 4,500円 

退院・退所加算(Ⅰ)ロ、(Ⅱ)イ 6,000円 

退院・退所加算  (Ⅱ)ロ 7,500円 

退院・退所加算  (Ⅲ) 9,000円 

特定事業所医療介護連携加算 1,250円 

ターミナルケアマネジメント加算 4,000円 

通院時情報連携加算 500円 

緊急時等居宅カンファレンス加算 2,000円 

＊ご利用者が介護保険料の滞納等により、保険給付金が直接事業者に支払われない場合、介護保

険で規定されている料金をお支払いいただき、当事業所からサービス提供証明書を発行いたしま

す。このサービス提供証明書を後日市町村の窓口に提出いただきますと、全額払戻を受けられる

ことができます。 

５．緊急時の対応 

 サービス提供中に容態の変化等があった場合は、事前の打ち合わせにより、主治医、協力病院、

救急隊、親族、居宅サービス事業者等に連絡します。 

６．サービス内容に関する相談・苦情担当 

当事業所の居宅介護支援に関するご相談・苦情および居宅サービス計画に基づいて提供してい

る各サービスについてのご相談・苦情を承ります。 

（１）居宅介護支援センター仁風荘 ご利用者相談・苦情担当 

管理者：朝比奈 佳子    電話：0859-24-6511 

（２）法人総合ご利用者相談・苦情窓口＜料金無料のフリーダイヤル＞ 

仁風荘事務部長 石田 良太  電話：0120-4165-34「良い老後さぁようい」 

（３）その他 苦情相談機関 ※米子市以外の方は、住所のある市町村役場介護保険担当にお願いします。 

鳥取県国民保険連合会 

（介護サービス苦情相談） 

所在地 鳥取市立川町6丁目176 

電話番号 0857-20－2100 

ＦＡＸ  0857-29－6115 

対応時間 午前9時から午後5時  

（土・日・祝日を除く）   

米子市長寿社会課 

所在地 米子市加茂町1丁目1番地 

電話番号  0859-23-5155 

ＦＡＸ   0859-23-5012 

対応時間 午前9時～午後5時（平日） 

 

７．前 6か月間に作成したケアプランにおける各サービスの利用割合 

当事業所のケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の利用状

況は別紙の通りです。 
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８．個人情報利用目的 

 当事業所及び事業所の職員は、居宅介護支援を提供する上で知り得たご利用者及びご家族の個

人情報の利用について、添付の「個人情報の取り扱いについて」に詳細を定めます。 

契約終了後も守秘義務を守ります。 

９.医療機関との連携 

当事業所及び事業所の職員は利用者の主治の医師又は関係医療機関との間において、利用者の

疾患に対する対応を円滑に行うために、疾患に関する情報について必要に応じて連絡を取らせ

ていただきます。そのために、入院、受診時等には当該事業所名及び担当介護支援専門員の名

称を伝えて頂きますようお願いいたします。 

10.サービス提供体制 

 当事業所では事業者がある医療法人養和会とともに以下の項目について体制を整備して 

います。 

 （１）虐待防止について 

    利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため必要な体制の整備を行うとともに、従業者に

対し研修を実施する等の措置を講じます。 

 （２）感染や災害への対策について 

    感染症や災害の発生時に継続的にサービスを提供できる体制を構築するため、業務継続

計画を策定し対応力の向上を図ります。 

 （３）ハラスメント対策について 

職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境づくりを目指します。 

    利用者またはその身元引受人ないしご家族、その他関係者が事業所の職員に対して行う 

    暴言・暴力・嫌がらせ・誹謗中傷等の迷惑行為、セクシャルハラスメント等の行為を禁   

    止します。 

 （４）身体拘束の適正化について 

    原則として、利用者の自由を制限するような身体拘束は行いません。ただし、緊急やむ

を得ない理由により拘束せざるを得ない場合には事前に利用者及びその家族へ十分な

説明をし、同意を得るとともに その際の状況について記録します。 

 

11. その他 

 重要事項説明書の電磁的方法による提供について 

本重要事項説明書の交付にあたり、法令に基づき、利用者様またはご家族様の同意を得た上で、

紙媒体に代えて電磁的方法（電子データ等）により提供を行うことが可能です。 以下の確認欄

にて、ご希望の交付方法を選択してください。 

 

【交付方法の選択】 □ 電子交付を希望する □ 紙媒体での交付を希望する 

※本確認欄への記入をもって、交付方法に関する同意・承諾の記録とさせていただきます。 

※交付方法は、お申し出によりいつでも変更可能です。 
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個人情報の取扱いについて 

 

「個人情報」とは、介護記録をはじめとした諸記録や介護保険被保険者証等の個人に関する情

報であって、次の各号のいずれかに該当するものをいいます。 

（1）当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することがで

きるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することがで

きることとなるものを含む） 

（2）個人識別符号が含まれるもの 

 

当事業所では、下記の目的に沿って業務上必要な範囲に限り個人情報を利用し、下記の目的以

外には利用いたしません。 

＜介護サービスの提供に必要な事項＞ 

①介護サービスの提供（サービス担当者会議を含む） 

②介護・公費負担医療に関する保険請求事務及びその委託（レセプトの提出、支払機関又は保

険者からの照会への回答） 

③厚生労働省、鳥取県などの関係行政機関等による法令に基づく照会・届出・調査・実地指導

など 

④当事業所が行う管理運営業務のうち、「会計、経理」、「介護事故の報告」、「利用者サービスの

向上」など 

⑤他医療機関等（病院、診療所、薬局、訪問看護ステーション、介護サービス事業者等）との

連携 

⑥他医療機関等（病院、診療所、薬局、訪問看護ステーション、介護サービス事業者等）から

の照会への回答 

⑦ご利用者への介護サービスの提供等にあたり、外部の医師等の助言・意見を求める場合 

⑧家族等への病状説明 

⑨その他、ご利用者への医療・介護サービス提供に関する利用                          

⑩組織体制の変更等、ご利用者への介護サービスに関するご案内 

⑪賠償責任保険に係る、医療・介護に関する専門団体、保険会社、弁護士等への相談又は届出 

 

＜上記以外で当事業所として必要な事項＞ 

①当事業所が行う管理運営業務のうち「業務の改善のための基礎資料」、「学生実習への協力

等」、「職員への教育研修等」、「症例検討・研究」 

②個人を識別できないように配慮した上での学会・研究会等への発表 

③当事業所の管理業務のうち「外部監査機関への情報提供」 

④サービス利用経過及び予後調査、満足度調査や業務改善のためのアンケート調査 
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契約締結日： 令和    年     月     日 

 

（事業者） 

当事業者は、居宅介護支援サービスの提供にあたり利用者に対して契約書および重要事項説明

書等に基づいて、サービス内容、重要事項および個人情報についての取扱いを説明した上、  

サービス契約を取り交わしました。 

 

事業者住所      鳥取県米子市上後藤 3丁目 5-1 

名称及び開設者        医療法人養和会  理事長  廣江 智 

事業所名  居宅介護支援センター仁風荘 〔事業者番号： 3170200657号〕 

 

管理者   朝比奈 佳子     説明者氏名                                        

                       

（利用者） 

私は、契約書及び重要事項説明書等に基づいて、事業者から居宅介護支援サービスについての

重要な事項及び個人情報の取扱いに関する説明を受け、サービス契約に同意しました。 

また、介護報酬改定や税率改定における利用料金の変更において、契約書及び重要事項説明書

を再度取り交わすことなく、別紙の利用料改定表を確認し、変更事項について同意します。 

 

ご利用者：住所                                      

 

氏名                 代筆：         （続柄    ） 

 

 

書類等の送付先   上記住所と同様 ・ 別住所地に送付 

 

 

書類等の発送先：  住所                                

（上記住所と同様であれば記載不要） 

氏名                                

 


